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甕調見の仕入税額控除の方式は

適格請求書等保存方式に

傾謗国 税 庁
この社会あなたの税がいきている

(令和 2年 6月 )

の概要

の

一理解のために



○ その課税期間※1の基準期間※2の課税売上高が 1,000万円を超える

事業者は消費税の納税義務者となり、消費税の申告及び納付を行う必

要があります (「課税事業者」といいます。)。

※1 原則として、個人事業者は暦年、法人は事業年度 ※2 原則として、個人事業者は前々 年、法人は前々 事業年度

○ 基準期間の課税売上高が 1,000万円以下の事業者は、原則として

消費税の納税義務が免除され、消費税の申告を行う必要はありません

(「免税事業者」といいます。)。

○ 免税事業者でも、課税事業者となることを選択することができます。

言羊しくは…

消費税の一般的な事柄及び手続

については、

「消 費 税 の あらまし」

(国税庁 HP)等をこ覧ください。

消費税の基本的な仕組み
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> 商品・製品の販売やサービスの提供などの取引に対して広く公平に課される

税です。

> 最終的に商品等を消費し又はサービスの提供を受ける消費者が負担し、事業

者が納付します。

消費税の負担と納付の流れ

小売業者

取
　
引
　
　
消
費
税

生産・製造業者

売上げ  50,000
消費税① 5,000

納付税額・A
①=5,000

▼

卸売業者

フロ_Lげ   70,000
消費税② 7,000

仕入れ 50,000
消費税C)5,000

納付税額・B
②―①=2,∞Q

申告 。納付

売_Lげ  100,000

'肖'電

'1党③ 10,000

仕入れ  70,000
消費税② 7,000

納付税額 。C
③~②=■2∞⊇

▼

申告・納付

消費者

IIコ
ー→支払総額 110,000

消費者が負担した消費税

10」⊇100

各事業者が個別に

納付 した消費税

A+B+Cの合計

消費税と地方消費税を合わ

せた税率 (10%)で 計算し

ています。(単位 :円 )

▼

申告 納付

> 税率は、

標準税率10%
軽減税率 8%
の複数税率です。

標準税率      軽減税率

7.8%)        6,241%〕
2.2%〕          1.7696

(,肖費税額の 22/78)('肖費税額の 22/78)

1096           896

※ 令和元年 10月 1日～

消費税率

地方消費税率

合計

⇒ 軽減税率制度については P3
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課税事業者と免税事業者
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消費税額の計算方法等

> 課税売上げに係る消費税額か

ら、課税仕入れ等に係る消費

税額を差し引いて (「仕入税額

控除」といいます。)計算しま

す※。

計算方法

○ 仕入税額控除の適用を受けるためには、一定の

要件を満たすことが必要です。

※ 基準期間の課税売上高が 5,000万円以下の事業者は、課
税売上高から納付する消費税額を計算する「簡易課税制度」
を選択できます (事前に届出書の提出が必要です。)。

[参考]納付税額は、国税の消費税額と、その消費税額から計
算した地方消費税額を合計した金額です。

消費税額

仕入税額控除の要件

課税売上げに

係る消費税額※
(売上税額)

※ 消費税額は、税率ことに

区分して計算する必要があ

ります。[ 〕

～令和 5年 9月

【区分記載請求書等保存方式】

仕入税額控除

令和 5年 10月～

【適格請求書等保存 方式】

(いわゆるインボイス制度)

一定の事項が記載された

帳簿の保存

請求書等
区分記載請求書等

の保存

適格請求書等保存方式が導入されると…

※ このパンフレットは、令和2年4月 1日現在成立している法律に基づいて作成しています。

帳簿

〆
―
―
ｌ
ｔ
、

区分記載請求書等保存方式
と同様
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課税仕入れ等に

係る消費税額※
(仕入税額)

適格請求書 (いわゆるインポイス)等
の保存 す

が
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○ 請求書に記載すべき事項が変わります・・・ 00・ 0・ ・ 0000・ 0

適格請求書は、登録を受けた事業者のみが交付できます

登録を受けた事業者には、適格請求書を交付する義務が生じます

仕入税額控除の適用を受けるためには、適格請求書等の保存が必要となります

税額計算の方法が変わります 。・・・ 。・ 。・・ 。000000000

登録には、申請が必要です 。・ 0・ ・・ 00000000000・ 。・

詳しくは

OP6

。P10
0P12

・P13

P5
P9

国税庁では、「適格請求書等保存方式に関する Q&A」 (イ ンボイスQ&A)を
公表しています。詳しくは、国税庁 HPをご覧ください。

さらに
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軽減税率は、以下の品目の譲渡を対象としています。

《軽減税率の対象 となる飲食料品の範囲》

軽減税率対象

標準税率対象

ロ 日

飲食料品とは、食品表示法に規定する食品 (酒類を除きます。)をいい、一定の要件を

満たす一体資産を含みます。外食やケータリング等は、軽減税率の対象品目には含まれ

ません。
※ 食品表示法に規定する「食品」とは、全ての飲食物をいい、人の飲用又は食用に供されるものです。
また、「食品」には、「医薬品」、「医薬部外品」及び「再生医療等製品」が含まれず、食品衛生法に規定する「添
加物」が含まれます。

軽減税率の対象となる新聞とは、一定の題号を用い、政治、経済、社会、文化等に関

する一般社会的事実を掲載する週 2回以上発行されるもので、定期購読契約に基づくも

のをいいます。

軽 減 税 率 の 対 象 品 目
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テイクアウト・
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有料老人ホーム等で

行う飲食料品の提供
だ
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ケータリング等
●

(食品表示法に規定する食品)

‖

人の飲用又は食用に供されるもの

一体資産

「一体資産」とは、例えば紅茶とティーカップのセット商品のように、

一体となつている資産で、その一体となつている資産に係る価格のみが提示されているものをいいます。

「一体資産」のうち、税抜価額が1万円以下であつて、食品の価額の占める割合が2/3以上の場合、

が軽減税率の対象となります (それ以外は全体が標準税率の対象となります。)。

全体

食品と食 あらかじめ

軽減税率制度に関するより詳しい情報は、国税庁 HP内の

特設サイト「消費税の軽減税率制度について」をこ覧ください。

(リ ーフレットや Q&Aなどを掲載しています。)
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区分記載請求書等保存方式
令和元年 10月 1日

～令和5年 9月 30日

軽減税率の対象品目の売上げや仕入れ (経費)がある事業者の方は、区分記載請求書等の

交付や記帳などの経理 (区分経理)を行う必要があります。

課税事業者の方は、仕入税額控除の適用を受けるためには、区分経理に対応した帳簿及び区

分記載請求書等の保存が必要です (区分記載請求書等保存方式)。

帳簿と区分記載請求書等の記載事項

帳簿の記載事項 区分記載請求書等の記載事項

① 請求書発行者の氏名又は名称

② 取引年月日

③ 取引内容

(軽減税率の対象品目である旨)

④ 税率ことに区分して合計した税込対価の額

⑤ 請求書受領者の氏名又は名称※

※ 不特定多数の者に対して販売等を行う小売業、飲食
店業等に係る取引については、記載を省略できます。

① 課税仕入れの相手方の氏名又は名称
② 取引年月日
③ 取引内容

(軽減税率の対象品目である旨)

④ 対価の額

※ 区分記載請求書等保存方式の下では、3万円未満の少額な取引や請求書等の交付を受けなかつたことにつきやむを得ない

理由があるときは、一定の事項を記載した帳簿の保存のみで、仕入税額控除の要件を満たすこととなります。

※ 仕入先から交付された請求書等に、「③」の「軽減税率の対象品目である旨」や「④税率ことに区分して合計した税込対価の額」

の記載がない時は、これらの項目に限つて、交付を受けた事業者自らが、その取引の事実に基づき追記することができます。

帳簿と区分記載請求書等の記載例

税率 (10%、 8%)の異なることに合計した税込金額を記載する。

※

合計

欄△△

い○○

請 求 書
欄○○御中

43,600円

(10%対象 22,000円 )

総勘定元帳

※は軽減税率対象品目

割り箸

牛肉

XX年 11月 2日

550円

5,400円

軽減税率対象品目に「※」や「☆」等の記号を記載する。

記号が軽減税率対象品目を示すことを明らかにする。

XX年
月 日

摘要 借方 貸方

11 2 榊△△ 雑貨 22,000

11 2 関△△ 食料品 ※ 21,600

【請求書】
これ以外に、例えば次のような方法があります。
。 同一請求書内で、商品を税率の異なることに区分
し、区分した商品が軽減税率の対象であることを表
示する。

・ 税率の異なることに請求書を分けて発行する。

【帳簿】
税率区分欄を設け、「8%」 と記載する方法や税率コー

ドを記載する方法も認められます。

4

税率ことに区分して合計した税込対価の額

軽減税率の対象品日である旨



適格請求書等保存方式の概要

適格請求書等保存方式とは

> 複数税率に対応したものとして

導入される、仕入税額控除の方

式です。

導入時期

○ 買手が仕入税額控除の適用を受けるためには、

帳簿のほか、売手から交付を受けた「適格請求書」

等の保存が必要となります。

○ また、買手が作成した仕入明細書等による対応

も可能です。

⇒ 仕入明細書等による対応についてはP8

ヽ
′′ 令和5年 10月 1日に導入されます。

適格請求書とは

>「売手が、買手に対し正確な適

用税率や消費税額等を伝えるた

めの手段」であり、登録番号の

ほか、一定の事項が記載された

請求書や納品書その他これらに

類する書類をいいます。

> 適格請求書を交付することができ

るのは、税務署長の登録を受けた

「適格請求書発行事業者」
に限られます。

○ 請求書や納品書、領収書、レシー ト等、その書

類の名称は問いません。

⇒ 記載事項については P6

○ 適格請求書の交付に代えて、電磁的記録 (適格

請求書の記載事項を記録した電子データ)を提1

することも可能です。

⇒ 電磁的記録の提供については P7

○ 課税事業者が、登録を受けることができます。

=|〉 ついてはP13

※ 適格請求書発行事業者の登録を受けていない事業者であつて

も、適格請求書に該当しない請求書等は発行することができま

す。

※ 登録を受けていない事業者が、適格請求書と誤認さねるおそ

れのある書類を交付することは、法律によつて禁止さねており、

違反した場合の罰則も設けられています。
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適格請求書等保存方式 (いわゆるインポイス制度)
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適格請求書の記載事項・記載の留意点

適格請求書の記載事項

> 適格請求書に必要な記載事項は、

以下のとおりです。

【記載事項】

① 適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び

登録番号

② 取引年月日

③ 取引内容 (軽減税率の対象品目である旨)

④ 税率ことに区分して合計した対価の額

(税抜き又は税込み)及び適用税率

⑤ 税率ことに区分した消費税額等※

⑥ 書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称

○ 様式は、法令又は通達等で定められておらず、

必要な事項が記載された書類であれば、名称を

問わず、また、手書きであつても、適格請求書

に該当します。

① 適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び

登録番号

② 取引年月日

③ 取引内容 (軽減税率の対象品日である旨)

④ 税率ことに区分して合計した対価の額

(税抜き又は税込み)

⑤ 税率ことに区分した消費税額等※又は適用税率

○ 下線の項目が、現行の区分記載請求書の記載事項に追カロされる事項です。

○ 不特定多数の者に対して販売等を行う小売業、飲食店業、タクシー業等に係る取引

については、適格請求書に代えて、適格簡易請求書を交付することができます。

適格請求書 適格簡易請求書

請求書

帥○○御中 十一⑥ /
① ××年 11月 30日11月 分  131,200円

一 > ⑤
適用税率又は消費税額等の
どちらかを記載
※両方記載することも可能

※ ⑤の「税率ことに区分した消費税額等」の端数処理は、一の適格請求書につき、税率ことに1回ず

③

6

X×年11月 30日

―パー○○
東京都…

登録番‐号  T123456・

― ル

ヨーグルト*

カップラーメン

谷  詳

i8%対 象 :_

内….消費溝.額

り

釣

¥108

¥216

¥550

¥874

象

¨

対

¨

％

中

ハ
Ｕ

¨

■
１

・．

¥1,000

¥126

△△商事輸

番号  T012345・・・

日付
カ́
色ロロ 金額

/1 魚  * 5,000円

11ノ
/1 豚肉 * k

＼
10,000円

11/2 タオルセット
ヽ フ

Э 2,000円

消費税 3,200円

消費税 8,000円

120,000円 消費税 11,200円△
=↓口 百1

40,000円

80,000円

8%対象

10%対象

軽減税率対象*

==) つ 雪意点については P7つとなります。
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記載に当たつての留意点

「税率ことに区分した消費税額等」の端数処理Point

○ 適格請求書の記載事項である「税率ことに区分した消費税額等」に1円未満の端数が生じる場合には、

一の適格請求書につき、税率ことに1回の端数処理を行います。

※ 端数処理は、「切上げ」、「切捨て」、「四捨五入」など任意の方法で行うこととなります。

○ したがつて、「税率ことに区分して合計した対価の額」に税率を乗じるなどして、計算することと

なります 【例①】。

※ 例えば、一の適格請求書に記載されている個々の商品ことに消費税額等を計算し、端数処理を行い、

その合計額を「税率ことに区分した消費税額等」として記載することは認められません 【例②】。

【例①:認められる例】 【例②:認め二れない例】

圭
自

卜
К一ヽ

イ
主
目

〇年〇月○日

〇〇い 御中

※は軽減税率対象
(閑△△

(T123・・・)

請求金額 60′ 195円 (税込 )

品名 数量 単価 税抜金額 消費税額

トマト ※ 83 167 13′ 861 行

ピーマン※ 197 67 13′ 199 5

化 57 77 4′ 389

花鉢 57 417 23′769

8%対象計 27′060 受
領
額10%対象計 28′ 158 2′814

《計算例》

・ 税率ことに、個々の商品に係る「税抜金額」を合計

→ 8%対象 :271060円 (税抜き)

10%対象 :28,158円 (税抜き)

。 それぞね、消費税額を計算

(税率ことに端数処理 1回ずつ)

→ 8%対象 :271060×8/100=2,164.8→ 2,164円

10%対象 :28:158× 10/100=2,815,8→2,815円

→ 適格請求書の記載事項として:認め二れる。

ら
口
　
算

Ｆ
Ｉ
Ｉ

《計算例》

・ 個々の商品ことに消費税額を計算

(その都度端数処理)

・ 計算した消費税額を、税率ことに合計

⇒ 個々の商品の数だけ端数処理を行うこととなり、

適格請求書の記載事項としては認められない。

※ 個々の商品ことの消費税額を参考として記載することは、

差し支えありません。

L__

請求金額 60′ 197円  (1明1込 )

品名 数量 単価 税抜金額 消費税額

トマト ※ 83 167 13′ 861

13′ 199ピーマン※ 197 67

花 57 77 4′ 389

23′769花鉢 57 417

27′060・ …雪-2′ 1648%対象計 受
領

額

=鎧
:覇瓦了28′ 158・1096,1場R信十

請求書
〇年○月○日

○00御中

※は軽減税率対象

0△△
(T123・・・)

適格請求書に係る電磁的記録の提供及び保存

1適格請求書発行事業者は、適格請求書の交付に代えて、適格請求書に係る電磁的記録 (適格請求書

の記載事項を記録した電子データ)を提供することができます。

1 提供 した電磁的記録は、一定の要件を満たした方法で保存する必要があります。

1 電磁的記録の提供を受けた事業者は、電磁的記録を一定の要件を満たした方法で保存することで、

仕入税額控除の適用を受けることができます。

提供した (提供を受けた)電磁的記録の保存要件や具体的な保存方法等については、

「インポイスQ&A」 (国税庁HP)をこ覧ください。

○

○

○

…7
ノ

」



仕入明細書等による対応Point

○ 適格請求書等保存方式においても、買手が作成する一定の事項が記載された仕入明細書等を保存する

ことにより仕入税額控除の適用を受けることができます。

○ その場合、記載する登録番号は課税仕入れの相手方 (売手)のものとなる点や、現行と同様、課税仕

入れの相手方 (売手)の確認を受けたものに限られる点に留意が必要です。

【伊」】

その他・・

・相手方への確認の方法

・適格請求書と仕入明細書を一の書類

で交付する場合

…等、詳細については、

「インポイスQ&A」
(国税庁HP)をこ覧ください。

仕入明細書等の記載事項

② 課税仕入れの
相王左の:登録番号

000円

月 日 取 引

896

食品※ 89る

課税仕入れの相手方の確認を受ける
方法として、この例のような文言を
記載し、相手方の了承を得ることも
可能です。

8
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※印は軽減税率対象商品

仕入明細書
《4月分》 〇年○月○日

(株)△△

① 仕入明細書等の作成者の氏名又は名称

② 課税仕入れの相手方の氏名又は名称

及び登録番号

③ 課税仕入れを行つた年月日

④ 課税仕入れの内容 (軽減税率の対象品目である旨)

⑤ 税率ことに区分して合計した課税仕入れに係る

支払対価の額及び適用税率

⑥ 税率ことに区分した消費税額等

複数の書類による対応Point

○ 適格請求書とは、一定の記載事項が記載された請求書、納品書等の書類をいいますが、一の書類のみ

で全ての記載事項を満たす必要はありません。

○ 例えば、請求書と納品書など、相互の関連が明確な複数の書類全体で記載事項を満たしていれば、こ

れら複数の書類を合わせて一の適格請求書とすることが可能です。

荀」:請求書と納品書で記載事項を満たす場合】

記載事項

⑥

②

③

△△商事い

△△商事い

66′ 000円

1′ 960円

い○

円

1 1

金 額

円 )

1

L
※

XX

7

10

△ △

登録番号 T01

1‐
~~~~¨ ~・

■

」艘pS当型宙_L

11 960円

109 200円 (税込 )

納品m00

請求書

XX年 11月 1日

(10/1～ 10/31
納品書

下記の商品を納品いたします。
○

納品書

2′ 160円

円

納品晦0013
い○

Nα0013

No0012

割 り箸

じやがいも ※

納品書番号

(関連の明確化)

:  NQ0011

牛肉 ※

① 適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び

登録番号

② 取引年月日

③ 取引内容 (軽減税率の対象品日である旨)

④ 税率ことに区分して合計した対価の額

(税抜き又は税込み)及び適用税率

⑤ 税率ことに区分した消費税額等

⑥ 書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称

（Ｘ
）

~~~~¬

1

:



売子の留意点

(適格請求書発行事業者の義務等)

適格請求書発行事業者の義務

> 適格請求書発行事業者には、原則、以下の義務が課されます。

o適格請求書の交付義務

取引の相手方 (課税事業者)の求めに応じて、適格請求書 (又は適格簡易請求書)を交付する義務

○

売上げに係る対価の返還等を行つた場合に、適格返還請求書を交付する義務

○ 修正した適格請求書の交付義務

交付した適格請求書 (又は適格簡易請求書、適格返還請求書)に誤りがあつた場合に、修正した適格請

求 書 (又は適格簡易請求書、適格返還請求書)を交 付 す る義 務

○ 写しの保存義務

交 付 した 適 格 請 求 書 (又は適格簡易請求書、適格返還請求書)の写 しを 保 存 す る 義 務

※ 適格請求書発行事業者が、偽りの記載をした適格請求書を交付することは、法律によつて禁止されており、

違反した場合の罰則も設けられています。

書面での交付に代えて、電磁的記録

により提供することもできます。
交付した適格請求書の写し

の保存が必要となります。

売手は軽減税率対塁塁週匡と旦慶菫□目堕E2⊇生重理L
取引先 (課税事業者)か ら求められた場合には、適格

請求書を交付しなければなりません。

売手
(適格請求書発行事業者) 買手

取引先

交付義務の免除

> 適格請求書を交付することが困難な以下の取引は、交付義務が免除されます。

① 公共交通機関である船舶、バス又は鉄道による旅客の運送

(3万円未満のものに限ります。)

② 出荷者等が卸売市場において行う生鮮食料品等の譲渡

(出荷者から委託を受けた受託者が卸売の業務として行うものに限ります。)

③ 生産者が農業協同組合、漁業協同組合又は森林組合等に委託して行う農林水産物の譲渡

(無条件委託方式かつ共同計算方式により生産者を特定せずに行うものに限ります。)

④ 自動販売機 。自動サービス機により行われる課税資産の譲渡等

(3万円未満のものに限ります。)

⑤ 郵便切手を対価とする郵便サービス

(郵便ポストに差し出されたものに限ります。)

9
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交付方法の特例 :媒介者交付特例 (委託販売等における特例)

業務を委託する事業者 (委託者)が媒介又は取次ぎに係る業務を行う者 (媒介者等)を介して行う

課税資産の譲渡等について、委託者及び媒介者等の双方が適格請求書発行事業者である場合には、

一定の要件の下、媒介者等が、自己の氏名又は名称及び登録番号を記載した適格請求書を委託者に代

わつて交付することができます。

【例 :委託販売】

委託者 受託者 (媒介者等 )

(適格請求書発行事業者 ) (適格請求書発行事業者 )

販売委託
―

商品の販売 
一

く卜・・・

※ 委託者及び受託者の双方において適格請求書の写しを保存する必要
詳しくは…

通 知

があります (委託者に対して交付する適格請求書の写しについては、

一定の場合、受託者の作成した精算書でも差し支えないものとされま

す。)。

買手

具体的な対応方法等については、

「インボイスQ&A」 (国税庁HP)
をこ覧ください。

【参考】 売手とは異なる別の者 (適格請求書発行事業者に限りません。)が、売手に代理して売手の氏名又は
名称及び登録番号を記載した適格請求書を買手に対し交付する方法 (代理交付)も認められます。

買手の留意点

(仕入税額控除の要件)

仕入税額控除の要件

受託者に対し、適格請求書発行事業者で

ある旨の通知をする必要があります。

適格請求書の「写し」を委託者

に交付する必要があります。

受託者の民名又は名称及び登録番号を

記載した適格請求書を交付できます。

事

業
者

事

業
者

取

弓|

先

> 一定の事項を記載した帳簿及び

請求書等の保存が仕入税額控除

の要件となります。

> 免税事業者や消費者など、適格

請求書発行事業者以外の者から

行つた課税仕入れは、原則とし

て仕入税額控除の適用を受ける
・ ことができません。

○ 帳簿の記載事項は、区分記載請求書等保存方

式と同様です。

⇒ 帳簿の記載事項については P4

○ ただし、一定の期間は、一定の要件の下、仕

入税額相当額の一定割合を、仕入税額として控

除できる経過措置が設けられています。

=⇒ :入れに係る経過措置については P12

10
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保存が必要となる請求書等の範囲

> 仕入税額控除の要件として保存が必要となる請求書等には、以下のものが含ま

れます。

① 売手が交付する適格請求書又は適格簡易請求書

② 買手が作成する仕入明細書等

(適格請求書の記載事項が記載されており、相手方の確認を受けたもの)

③ 卸売市場において委託を受けて卸売の業務として行われる生鮮食料品等の譲渡及び農業協同

組合等が委託を受けて行う農林水産物の譲渡について、受託者から交付を受ける一定の書類

(P9「交付義務の免除」②③の取引)

④ ①から③の書類に係る電磁的記録

帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められる場合

> 適格請求書などの請求書等の交付を受けることが困難な以下の取引は、帳簿の

みの保存で仕入税額控除が認められます。

① 適格請求書の交付義務が免除されるP9「交付義務の免除」①④⑤に掲げる取引

② 適格簡易請求書の記載事項 (取引年月日を除きます。)を満たす入場券等が、使用の際に回

収される取引

③ 古物営業、質屋又は宅地建物取引業を営む事業者が適格請求書発行事業者でない者から、古

物、質物又は建物を当該事業者の棚卸資産として取得する取引

④ 適格請求書発行事業者でない者から再生資源又は再生部品を棚卸資産として購入する取引

⑤ 従業員等に支給する通常必要と認められる出張旅費、宿泊費、日当及び通勤手当等に係る課

税仕入れ

その他の現行 (区分記載請求書等保存方式)との相違点Point

○ 現行においては、「3万円未満の課税仕入れ」及び「請求書等の交付を受けなかつたことにつきやむを

得ない理由があるとき」|よ 、一定の事項を記載した帳簿の保存のみで仕入税額控除が認められる旨が規

定されていますが、適格請求書等保存方式の導入後は、これらの規定は廃止されます。

○ また、現行では、仕入先から交付された請求書等に「軽減税率の対象品目である旨」や「税率ことに

区分して合計 した税込対価の額」の記載がないときは、これらの項目に限つて、交付を受けた事業者自

らが、その取引の事実に基づき追記することができますが、適格請求書等保存方式の導入後は、このよ

うな追記をすることはできません。

簡易課税制度を選択している場合Point

○ 簡易課税制度を選択している場合、課税売上高から納付する消費税額を計算することか虫 適格請求書

などの請求書等の保存は、仕入税額控除の要件ではありません。

11



税額計算の方法等

税額計算の方法

> 令和 5年 10月 1日以降の売上

税額及び仕入税額の計算は、「積

上げ計算」又は「割戻し計算」

を選択できます。

《売上税額》

① 適格請求書に記載のある消費税額等を積み上

げて計算する「積上げ計算」

② 適用税率ことの取引総額を割り戻して計算す

る「割戻し計算」

《仕入税額》

仕入税額は

「積上げ計算」

二≧』L適用可

【積上げ計算】

適格請求書に記載した消費税額等の合計額

に78/100を掛けて消費税額を算出する方

法です (適格請求書発行事業者のみ可)。

I積上げ計算】(原則)

適格請求書に記載された消費税額等の合計

額に78/100を掛けて消費税額を算出する

方法です。

仕入税額は

いずれか選択可

【割戻し計算】

税率ことに区分した課税仕入れに係る支払

対価の額の合計額に、7.8/110(軽 減税率対

象の場合は6.24/108)を 掛けて計算する

方法です。

【割戻し計算】(原則)

1見率ことに区分した課税資産の譲渡等の税

込価額の合計額から算出したそれぞれの課

税標準額に、フ.8/100(軽減税率対象の場合

は6.24/100)を掛けて計算する方法です。

○ 売上税額について、「積上げ計算」を選択できるのは、適格請求書発行事業者に限られます。

○ 売上税額を「積上げ計算」により計算する場合には、仕入税額も「積上げ計算」により計算しなけ

ればなりません。

免税事業者等からの課税仕入れに係る経過措置

○ 適格請求書等保存方式の導入後は、免税事業者や消費者など、適格請求書発行事業者以外の者 (以

下「免税事業者等」といいます。)から行つた課税仕入れは、原則として仕入税額控除の適用を受け

ることができません。

〇 ただし、制度導入後6年間は、免税事業者等からの課税仕入れについても、仕入税額相当額の一定

割合を仕入税額として控除できる経過措置が設けられています。

軽減税率制度の実施

※ この経過措置による仕入税額控除の適用に当たつては、免税事業者等から受領する区分記載請求書等と同様の事
項が記載された請求書等の保存とこの経過措置の適用を受ける旨 (80%控除・50%控除の特例を受ける課税仕入
れである旨)を記載した帳簿の保存が必要です。

令和元年10月 1日 令和 5年 10月 1日
令和8年 10月 1日 令和11年 10月 1日

区分記載請求書等保存方式

¬

免税事業者等からの課税仕入れにつき 免税事業者等からの課税仕入れにつき

~~~~¬

控除不可80%控 除可能※ 50%控 除可能※
免税事業者等からの課税仕入れにつき

全額控除可能

12
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適格請求書発行事業者の登録申請

登録を受けるには

> 登録申請書を提出する必要が

あります。

申請から登録までの流れ

○ 登録を受けようとする事業者は、

「適格請求書発行事業者の登録申請書」
(以下「登録申請書」といいます。)の提出が必要です。

については P14==〉

> 税務署 による審査を経て、

登録された場合は、登録番号

などの通知※及び公表が行わ

れます。

※ 税務署から登録通知書が交付されます。

> 公表情報は、インターネット

を通じて確認することができ

ます。

登録申請のスケジュール

○ 通知される登録番号の構成は、以下のとおりです。
●
●●

…

法人番号を有する課税事業者

:  T十法人番号

: 。上記以外の課税事業者 (個人事業者、人格のない社団等)

●
●̈ ¨

T+13桁の数字

○ 確認できる事項は以下のとおりです。

。適格請求書発行事業者の氏名又は名称
。登録番号、登録年月日 (取消、失効年月日)

。法人の場合、本店又は主たる事務所の所在地

※上記のほか、事業者から公表の申出があつた場合には

・個人事業者 :主たる屋号、主たる事務所の所在地
。人格のない社団等 :本店又は主たる事務所の所在地

●

´
・

ヽ
‥

．

・
■

5 10 から登録を1

令和3年 10月 1日

受けるためには、原則として

令和 5年 3月 31日 ※
までに登録申請書を

提出する必要があります。

令和5年3月 31日 令和5年 10月 1日

令和3年 10月 1日

から提出が可能です。

登録申請書は

登録申請書の
受付開始

※ 令和5年3月 31日までに提出することが困難な事情がある場合は、令和5年9月 30日まで。

(「困難な事情」については、その程度は問いません。)

適格請求書等
保存方式の導入

登録申請書は、e口 丁axにより提出ができます !(令和3年 10月 1日～)
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免税事業者の登録手続

> 免税事業者が適格請求書発行事業者の登録を受けるためには、課税事業者を

選択する必要があります。

○ ※を提出し、課税事業者を選択するとともに、

登録申請書を提出します。

※ 原則として、課税事業者選択届出書を提出した課税期間の翌課税期間から、課税事業者となります。

【例①】個人事業者や12月決算の法人が、課税事業者となる課税期間の初日である
令和6年 1月 1日から登録を受ける場合

⇒ 課税事業者選択届出書を提出するとともに、登録申請書を令和5年 11月 30日 ※までに提出する。
※ 課税事業者となる課税期間の初日 (令和6年 1月 1日 )の前日 (令和5年 12月 31日 )か ら起算して 1月前の日

> ただし、令和 5年 10月 1日 を含む課税期間中に登録を受けた場合は、登録を

受けた日から課税事業者となる経過措置が設けられています。

○ 登録申請書を提出します。

※ この場合、「消費税課税事業者選択届出書」の提出は必要ありません。

【例②】個人事業者や12月決算の法人が、令和5年 10月 1日から登録を受ける場合

となるため、

※ 令5.3.31ま でに提出することが困難な事情がある場合は、令5.9.30ま で。

令和4年 12月期 令和5年 12月期 令和6年 12月期

登録申請書の提出期限

(令5.3.31※ )

登録日以降は課税昌

消費税の申

登録日

(`告5.10.1)
∫L
V

免税事業者 免税事業者
適格請求書発行事業者

(課税事業者)

適格請求書発行事業者

(課税事業者)

登録に当たつての留意点Point

○ 適格請求書発行事業者になると…

→ 基準期間の課税売上高が 1,000万円以下となつても、申告が必要です。
→ 取引の相手方 (課税事業者に限ります。)から求められたときは、適格請求書を交付しなければな

りません (交付義務)。 ⇒ 適格請求書発行事業者の義務等についてはP9
○ 登録を受けるかどうかは、事業者の任意です。
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○ 課税事業者となる課税期間の初日の前日から起算して 1月前の日までに



○ 適格請求書等保存方式及び軽減税率制度に関する一般的なこ相談は、以下で受け付けております。

専用ダイヤル 0120‥ 205Ⅲ553(無料)【受付時間】9:00～ 17100(土日祝除く)

上記専用ダイヤルのほか、最寄りの税務署にお電話いただき、ガイダンスに沿つて「3」 を押す

(適格請求書等保存方式及び軽減税率制度以外の国税に関する一般的なこ相談は「 1」 になります。)と、

つながります。税務署の連絡先は国税庁 HP(https://www.nta.go.ip)でこ案内しています。

○ 税務署での面接による個別相談 (関係書類等により具体的な事実等を確認させていただく必要のある

により面接日時等を予約していただくこととしておりますので、こ協力をお願いします。

○ 適格請求書等保存方式についてさらに詳しくお知りになりたい方は、国税庁HP内の

特設サイト「消費税の軽減税率制度について」をこ覧ください (適格請求書等保存方式

に関する取扱通達や Q&Aなどを掲載しています。)。

相談)を希望される方は、最寄 りの税務署への電話 ください。)(ガイダンスに沿って「2」 を押して

適格請求書等保存方式 (いわゆるインボイス制度)に関するお問合せ先


